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令和６年 3月２６日 
 

令和６年度宮内庁調達改善計画 
 
１ 調達改善計画の目的 

宮内庁では、これまでも「公共調達の適正化」等の観点から、随意契約の見直しを行い、やむ
を得ない場合を除き、競争入札、企画競争、公募等の競争性のある契約方式への移行等を進めて
きたところであるが、「調達改善の取組の推進について」（平成 25 年 4月 5 日行政改革推進本
部決定）及び「令和６年度調達改善計画の策定要領」（令和６年２月７日付 閣副第 35 号 内閣
官房行政改革推進本部事務局）に基づき、調達する財・サービスの特性を踏まえ、ＰＤＣＡサイ
クルにより、透明性・外部性を確保しつつ、自律的かつ継続的に調達改善に取り組むため、以下
及び別紙１、２のとおり令和６年度宮内庁調達改善計画を定める。 

 
２ 調達の現状分析 

令和４年度の宮内庁（地方支分部局、施設等機関含む。）における少額随意契約を除く契約実
績は、契約件数３２４件、契約金額約３，６５３百万円であった。 
契約種別では、競争性のある契約が２４８件（76.5％）、約２，８７６百万円（78.7％）、競

争性のない契約が７６件（23.5％）、約７７７百万円（21.3％）となっている。 
前年度（令和３年度）においては、競争性のある契約が２５８件（81.6％）、約４，３６４百

万円（85.5％）、競争性のない随意契約が５８件（18.4％）、約７３７百万円（14.5％）であっ
たため、競争性のある契約の割合を令和４年度と比較すると、契約件数は約５％減、契約金額は
約６％減であるが、引き続き競争性の高い調達が実現できている。（表１） 

 
表１ 令和４年度宮内庁における調達の契約種別          (単位：件、百万円) 

契約方式 契約件数 割合 契約金額 割合 

競争
性の 
ある
契約 

競争契約※３ 213 65.7％ 2,250 61.6％ 

企画競争による随意契約 1 0.3％ 2 0.0％ 

公募による随意契約 22 6.8％ 386 10.6％ 

不落・不調による随意契約 12 3.7％ 238 6.5％ 

小計 248 76.5％ 2,876 78.7％ 

競争性のない契約 76 23.5％ 777 21.3％ 

合計 324 100％ 3,653 100％ 

 
※１ 令和４年度の契約に関する統計等に基づき作成（少額随意契約は含まない。）。 

※２ 金額及び割合については、それぞれ単位未満四捨五入しているため、合計において一致しない場合がある。 

※３ 競争契約とは、一般競争契約及び指名競争契約をいう。以下表２、表４及び表５について同じ。 
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次に、応札状況については、調達改善の取組により、競争入札において２者以上の応札を実現し
た案件も複数あるが、例年実施している調達案件については、公表している契約金額では受注で
きないと判断する事業者がある等の理由により、応札者の増加が困難な状況もある。 

前年度との比較では、競争入札における契約件数に占める１者応札及び２者以上の割合は、改
善傾向が認められるが、上述のとおり改善されていない案件もあることから、引き続き新規応札
者候補者への入札案内を積極的に取り組むこととしたい。（表２） 

 
表２ 令和４年度宮内庁における調達の応札状況         （単位：件、百万円） 

 １者 ２者以上 合計 

契約件数 契約金額 契約件数 契約金額 契約件数 契約金額 

競争契約 6 94 207 2,156 213 2,250 

 割合 2.8％ 4.2％ 97.2％ 95.8％ 100％ 100％ 

企画競争による随意契約 － －    1      2 1 2 
 割合 － －   100％  100％ 100％ 100％ 

公募による随意契約 22 386 － － 22 386 

 割合 100％ 100％ － － 100％ 100％ 
 

※１ 令和４年度の契約に関する統計等に基づき作成（少額随意契約は含まない。）。 

※２ 金額及び割合については、それぞれ単位未満四捨五入しているため、合計において一致しない場合がある。 

 
       

次に、調達経費の内訳については、公共工事等の契約件数の比較では、前年度と同様に本庁と
地方支分部局等に大差はなかった。（表３）、（表４） 
１者応札となった案件は、医療機器や機械設備等の保守業務などの、契約履行能力及び受注実

績を求めるもの、公表している契約金額では受注できないと判断する事業者があるもの又は当庁
の仕様（要件、資材、人員、処理能力等）を満たすことができる事業者が限られているものが傾
向として見受けられた。当該案件を含め、１者応札案件については、引き続き仕様要件の見直し
や新規事業者への入札案内を積極的に取り組むこととしたい。（表５） 
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表３ 令和４年度宮内庁における調達経費の内訳（本庁・地方別） （単位：件，百万円） 

 
本庁 地方支分部局等 全体 

契約件数 契約金額 契約件数 契約金額 契約件数 契約金額 

公
共
工
事
等 

公共工事（造園以外）（A） 28 738 13 279 41 1,017 

 割合（A/J） 12.1% 25.8% 14.0% 35.1% 12.7% 27.9% 

公共工事（造園）（B） 28 385 38 313 66 699 

 割合（B/J） 12.1% 13.5% 40.9% 39.4% 20.4% 19.1% 

公共工事に係る調査
及び設計業務等（C） 

12 302 5 18 17 320 

 割合（C/J） 5.2％ 10.6％ 5.4％ 2.2％ 5.2％ 8.7％ 

小計 68 1,425 56 610 124 2,035 

物
品
役
務
等 

情報システム（D） 12 198 － － 12 198 

 割合（D/J） 5.2％ 6.9％ － － 3.7％ 5.4％ 

機械設備点検保守（E） 10 211 6 18 16 229 

 割合（E/J） 4.3％ 7.4％ 6.5％ 2.3％ 4.9％ 6.3％ 

清掃（F） 9 51 3 5 12 56 

 割合（F/J） 3.9％ 1.8％ 3.2％ 0.7％ 3.7％ 1.5％ 

電力（G） 1 4 － － 1 4 

 割合（G/J） 0.4％ 0.2％ － － 0.3％ 0.1％ 

ガス（H） 3 117 2 6 5 124 

 割合（H/J） 1.3％ 4.1％ 2.2％ 0.8％ 1.5％ 3.4％ 

その他（I） 128 850 26 156 154 1,006 

 割合（I/J） 55.4％ 29.8％ 28.0％ 19.6％ 47.5％ 27.5％ 

小計 163 1,431 37 186 200 1,617 

 合計（J） 231 2,856 93 796 324 3,652 

        
※１ 令和４年度の契約に関する統計等に基づき作成（少額随意契約は含まない。）。 

※２ 金額及び割合については、それぞれ単位未満四捨五入しているため、合計において一致しない場合がある。 
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表４ 令和４年度宮内庁における競争契約における調達経費の内訳（本庁・地方別） 
                            （単位：件，百万円） 

 
本庁 地方支分部局等 全体 

契約件数 契約金額 契約件数 契約金額 契約件数 契約金額 

公
共
工
事
等 

公共工事（造園以外）（A） 16 536 11 256 27 792 

 割合（A/J） 12.2% 35.1% 13.4% 35.5% 12.7% 35.2% 

公共工事（造園）（B） 22 345 38 313 60 658 

 割合（B/J） 16.8% 22.6% 46.3% 43.4% 28.2% 29.2% 

公共工事に係る調査
及び設計業務等（C） 

4 11 5 18 9 29 

 割合（C/J） 3.1％ 0.7％ 6.1％ 2.4％ 4.2％ 1.3％ 

小計 42 892 54 587 96 1,479 

物
品
役
務
等 

情報システム（D） － － － － － － 

 割合（D/J） － － － － － － 

機械設備点検保守（E） 5 49 4 5 9 55 

 割合（E/J） 3.8％ 3.2％ 4.9％ 0.7％ 4.2％ 2.4％ 

清掃（F） 8 49 3 5 11 54 

 割合（F/J） 6.1％ 3.2％ 3.7％ 0.7％ 5.2％ 2.4％ 

電力（G） 1 4 － － 1 4 

 割合（G/J） 0.8％ 0.3％ － － 0.5％ 0.2％ 

ガス（H） 2 116 1 2 3 117 

 割合（H/J） 1.5％ 7.6％ 1.2％ 0.2％ 1.4％ 5.2％ 

その他（I） 73 418 20 123 93 541 

 割合（I/J） 55.7％ 27.4％ 24.4％ 17.0％ 43.7％ 24.0％ 

小計 89 636 28 135 117 771 

 合計（J） 131 1,528 82 722 213 2,250 

        
※１ 令和４年度の契約に関する統計等に基づき作成（少額随意契約は含まない。）。 

※２ 金額及び割合については、それぞれ単位未満四捨五入しているため、合計において一致しない場合がある。 
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表５ 令和４年度宮内庁における競争契約における一者応札に係る調達経費の内訳（本庁・地方別） 
           （単位：件、百万円） 

 
本庁 地方支分部局等 全体 

契約件数 契約金額 契約件数 契約金額 契約件数 契約金額 

公
共
工
事
等 

公共工事（造園以外）（A） 1 70 － － 1 70 

 割合（A/J） 20.0% 77.8% － － 16.7% 74.0% 

公共工事（造園）（B）    1   6 － －    1   6 

 割合（B/J） 20.1% 7.2% － － 16.7% 6.8% 

公共工事に係る調査及
び設計業務等（C） 

－ － － － － － 

 割合（C/J） － － － － － － 

小計 2 76 － － 2 76 

物
品
役
務
等 

情報システム（D） － － － － － － 

 割合（D/J） － － － － － － 

機械設備点検保守（E）      1     4 － － 1 4 

 割合（E/J）  20.0%   4.3% － － 16.7% 4.1% 

清掃（F） － － － － － － 

 割合（F/J） － － － － － － 

電力（G） 1 4 － － 1 4 

 割合（G/J） 20.0% 4.8% － － 16.7% 4.6% 

ガス（H） －  －  － － －  － 

 割合（H/J） －  －  － － －  － 

その他（I） 1 5 1 5 2 10 

 割合（I/J） 20.0% 5.9% 100.0% 100.0% 33.3% 10.5% 

小計 3 13 1 5 4 18 

 合計（J） 5 90 1 5 6 94 

        
※１ 令和４年度の契約に関する統計等に基づき作成（少額随意契約は含まない。）。 

※２ 金額及び割合については、それぞれ単位未満四捨五入しているため、合計において一致しない場合があ

る。 

 
３ 調達改善計画の自己評価の実施方法 

上半期終了時点、並びに、下半期終了時点における計画の達成状況、調達の具体的な改善状況
等について評価し公表する。 
なお、自己評価においては、宮内庁契約監視委員会委員長に意見を求めるとともに、内部監査

の事後検証を必要に応じて活用し、評価の精度を高める。 



- 6 - 
 

 
４ 調達改善の推進体制 
⑴ 庁内推進体制 

「宮内庁調達改善推進委員会」を設置する。構成は以下のとおり。 
委員長 皇室経済主管 
委 員 長官官房主計課長 

長官官房用度課長 
管理部管理課長 

⑵ 宮内庁調達改善推進委員会の役割 
① 調達改善計画の策定 
② 調達改善計画の自己評価 

⑶ 外部有識者の活用方法 
   当庁の契約内容に精通する宮内庁契約監視委員会委員長に、調達改善計画の策定及び自己評

価の実施の際に意見を求める。 
⑷ 内部監査等の活用 

   内部監査の事後検証及び会計実地検査における検査結果や意見等を調達改善計画の見直し
に活用する。 

 
 

以 上    



重点的な取組、共通的な取組

（原則、定量的に記載）
目標達成
予定時期

　過去の類似入札における入札者等
や、当該分野の類似事業者等を調査
し、積極的に入札案内を行う。

競争性の向上 A H28

　入札公告後５開庁日経過時
点で入札説明書受領者が１者
の場合、新たな入札案内を積
極的に行う。

継続

　公告日から入札参加書類提出日ま
での期間を、開庁日１２日間以上とす
る。

事業者への配慮 Ｂ H25
　全ての一般競争入札に適用
する。

継続

○ 指名競争入札の改善
　受注能力を把握した上で指名候補
事業者の選定を行う。

競争性の向上 Ａ H31
　全ての指名競争入札に適用
する。

継続

　一者応札、不落・不調となった案件
について一覧表を作成し、個別案件
の要因検討に資する。一覧表の更な
る充実を図る。

Ａ R2

　事業者へのヒアリングや調
達案件の特殊性等を調査した
上で要因分析を行い、一覧表
を作成して庁内で共有するこ
とにより対応策の検討を図る。

継続

　一者応札継続案件について、競争
入札方式の変更及び公募への移行を
検討し、外部有識者に意見を伺う。

Ａ R2

　受注可能事業者が１者と想
定される場合は、公募を実施
した上でそれを確認し、外部
有識者に報告する。

継続

　次回電力調達時に向け、政府目標
の再生可能エネルギー比率を考慮し
つつ、競争性を確保するため入札参
加要件の緩和等を検討する。

Ａ R６

　環境に配慮した調達仕様を
確保しつつ、多数の事業者が
入札に参加できるよう入札参
加要件等の見直しを行う。

継続

　競争性、公正性、透明性等を確保し
つつ、調達事務の効率化や事業者の
負担軽減に資するため、これまで紙入
札対応としていた一部案件についても
本庁、地方支分部局共に電子調達シ
ステムにて電子入札を行えるよう検討
する。

Ａ R５

　電子入札案件数を高めるた
め、これまで紙入札対応として
いた一部案件について、電子
調達システムへ移行できる案
件を精査し、事務の効率化も
考慮して、可能なものから電
子入札を行えるようにする。

継続

○

調達改善に向けた審査・管理の充実

令和６年度の調達改善計画

重点的
な取組

共通的
な取組

取組の目標

難易度具体的な取組内容
取組の

開始年度
重点的な取組の

選定理由
取組の項目

○

一者応札の改善

Ａ

○ 調達事務のデジタル化の推進

Ｒ６

　電子契約案件数を高めるた
め、随意契約等の入札によら
ない契約についても、事業者
に対し電子契約の案内を実施
する。

継続
　電子契約率向上に向け、随意契約
等の入札によらない契約の電子契約
を推進する。

別紙１



継続

継続

継続

発注予定情報を当庁ホームページに掲載、四半期ごとに掲載内容を更新して事業者へ積極的に案内を行う。

海外出張経費の精算及び高速料金の支払いに当たって、引き続きクレジットカード決済を実施する。

オープンカウンター方式の更なる拡充。

その他の取組
調達改善計画

具体的な取組内容
新規
継続
区分

別紙２
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